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要　請　書
本件、明治乳業賃金昇給昇格差別・不当労働行為事件の東京都地方労働委員会申立は、１９８５年4月であり23年目を迎える長期争議です。迅速な救済・原状回復を使命とする不当労働行為事件において、長期化の中で申立人らが定年退職を迎え、なおかつ救済されずに闘わざるを得ない背景には、労働委員会や下級審の異常な判断構造がありまです。　

本件の審理で、部分的にしろ不当労働行為事件の判断要件に基づく事実認定・判断が示されたのは、控訴審判決（東京高等裁判所民事５部、以下原審という）が初めてなのです。

しかし、控訴人らは、不当労働行為判断要件の事実認定を行いながら、「除斥期間制度の趣旨」なるハードルを勝手に設定し、「控訴棄却」とした原審判決に全く承服できません。　

事件の概要、労働委員会、下級審の審理経過については、07年6月27日の要請書で述べています。今回から、不当労働行為事件の判断要件や判断手法などに関する、初審（都労委）からの誤りについて述べ、上告受理と弁論開始を求める要請といたします。

記

１、不受験を「自由な意思」として、「当該申立」を審理・判断しない事は許されない。

初審（都労委）段階からの誤りの一つは、不当労働行為・差別事件としての「当該申立」である、同期・同学歴の集団間比較での審理（審査）を尽くさずに、「コース別人事制度」への移行格付試験不受験を、申立人らの「自由な意思」によるものと判断することで、不当労働行為の判断要件に基づく、「当該申立」の審理の思考を停止させたことです。

そして、「事業所採用者コース」内での集団間比較を行う事で、格差の存在を否定（これ自体も事実誤認）し、「・・その余の事を判断するまでもない」として、多くのマル秘資料など直接証拠も含め圧倒的に立証された、不当労働行為意思に関わる事実認定・判断を放棄するなどで、判断要件から逸脱したのが労働委員会から東京地裁までの判断内容です。

しかし、この判断構造の誤りは明白です。

１）別紙図表の通り、「当該申立」である同期・同学歴の集団間格差は明確であり、その格

差の背景となる労使関係を、必要年数遡及して審理することが当然に必要です（都労委段

階から、激しい対立抗争などマル秘資料を含む多数の書証で立証されています）。

２）不受験を、「自由な意思」に基づくものとして、会社主張の「格差の合理的理由」と判

断した場合（これ自体不当ではあるが）でも、そこで思考を停止させずに、１）で立証さ

れる不当労働行為意思の事実認定・判断を独自に注意深く行い、企業が人事諸制度を「差

別・不当労働行為の隠れミノ」とする事を見逃さない審理・判断が、この種事件では特に

求められるのは当然です。

３）一方に、「格差の合理的理由」として不受験の立証があり、他方に、不受験に至る異常

な労使関係と不当労働行為意思に関わる立証がある場合、格差の原因について注意深く事

実認定を行う中で、どちらが決定的な原因（動機）かの判断がなされるべきです。

上告人らは、都労委段階から、① 同期・同学歴での集団間格差の実態（別表格差①、争いのない事実）、② 会社育成の「インフォーマル組織」に属さない労組活動家集団としての活動実態、③ 会社作成のマル秘資料など不当労働行為意思と差別の実態、④ 実施された格付移行試験の異常性・不当労働行為性に関する立証など等、800余の書証と66回にも及ぶ審問を通して、不当労働行為事件の全体像を鮮明に立証したのです。

ところが、都労委は、移行格付試験不受験を「自由な意思」と判断する事で思考を停止させ、「同期・同学歴比較はなじまない」として格差の存在を否定し、激しい労使対立抗争の実態や、多くのマル秘資料に象徴される不当労働行為意思に関わる圧倒的な立証など、移行格付試験不受験だけでは「合理的理由」とは到底なり得ない、格差（差別）の背景・原因についての認定・判断を放棄したのです。

この判断は、同種事件の先例・判例にも反するものであり、不当労働行為事件でありながら、その判断要件に基づくまともな判断が初審（都労委）から東京地裁まで、行われなかったのが本事件の大きな特徴でもあります。

２、事実認定・判断を行いながら、救済措置を放棄した控訴審判決は許されない。

原審判決も、不受験を「自由な意思」として同期・同学歴比較を否定します。しかし、事業所採用者コース内にも存在する格差（別紙図表②）について、申立人らを組合活動集団と認定したうえで、集団間格差として「無視することのできない差異が存在している」、「他の従業員と比べ有意な格差があったというべきである」と明確に認定したのです。　　

さらに、格差の原因を昭和40年代の労使関係に遡って認定・判断し、不当労働行為意思についても、控訴人らが立証したマル秘資料の一部を認定し、「控訴人らの主張を妥当するとみる余地はある」と、その可能性を認定したのです。

しかし、不当労働行為判断要件に基づく認定・判断を随所で行いながら、「除斥期間の趣旨」など独自の論理を展開し、「控訴棄却」とした原審判決の論理矛盾や、司法としての責任回避は絶対に許しがたいものです。

これらの問題点は、今後も継続させていただく要請の中で述べさせていただきます。

最高裁判所が速やかに上告を受理され弁論を開始して、不当労働行為・差別事件としての全体像を直視され、下級審の誤りを厳しく見直される事を強く要請いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
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